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　ウズベキスタン共和国（以下「ウズベキスタン」という。）は世界で 2 か国しか存在しない二重内陸国 i

である。2025 年 11 月 24 日～ 12 月 5 日に開催されたワシントン条約第 20 回締約国会議は、そのウズベ
キスタンの世界文化遺産サマルカンド─「シルクロードの青の都」として知られる歴史都市─で開催さ
れた（p.2 の地図を参照）。

　前述のとおり、ウズベキスタンから海に出るためには、少なくとも 2 つの国を経由しなければならない。
そのため、海水魚を食べる文化はほとんど育たず、国民食はシャシュリク（Shashlik）と呼ばれる串焼き
肉や、パロフ（Palov：いわゆるピラフ）など、牛・羊・馬といった肉料理が中心である（イスラム教徒
が多いため豚肉は一般的ではない。）。とはいえ、国民がまったく魚を食べないわけではない。サマルカン
ド市内には魚専門市場こそ存在しないものの、農産物や「ノン」という伝統的なパン、ドライフルーツや
ナッツ類、衣類などが並ぶ市場（バザール）の一角で淡水魚が販売されている。並ぶ魚種はベラムール（コ
イ科）、サザン（コイ科ハクレン属）、スダック（カワカマス科）の３種類ほどに限られ、同じ魚が一列に
ずらりと並ぶ光景は、日本のように多様な魚種が彩り豊かに並ぶ市場とはまったく異なる趣がある。また、
すべてのバザールで魚が扱われているわけではなく、筆者は業務の合間に、魚市場を求めてサマルカンド
中のバザールを探し回ることになった。

　残念ながら筆者自身は現地で魚料理に巡り合えなかったが、一緒に出張した鷹尾専門家は市内で魚料理
店が集まる一角を見つけ、滞在中に 3 度も足を運んだという。揚げたての淡水魚に特製のトマトソースや
レモン果汁を好みでかけて味わうスタイルで、淡水魚特有のわずかな泥臭さはあるものの、どれも絶品だ
ったとのこと。聞けば聞くほど、食べ損ねたことが悔やまれる。将来ウズベキスタンを再訪する機会があ
れば、ぜひ自らも現地の魚料理を食べたいと思う。

　
i　海に出るために最低 2 つ以上の国境を越えなければならない国。全世界で二重内陸国はウズベキスタンとリヒテンシュタイン公国の

2 か国のみ。

世界の魚市場 ウズベキスタン共和国　テミルヨル・デフコン・ボゾリ市場
開発協力課  　喜多山  涼

バザールに並ぶ淡水魚（コイ科）

レモンがたっぷりかかった魚のフライ

ノン（筆者の頭よりはるかに大きい。）

魚の干物（唐辛子は虫除けになるらしい。）
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　　　　　　歴史都市サマルカンドにあるレギスタン広場の建築物。2001年、世界文化遺産に登録された
　　　　　　正式名称「サマルカンド－文化交差路」の一部である。複雑なタイル装飾が美しい。



ワシントン条約（CITES）第20回締約国会議に参加して
事 業 部   調 査 役   　釘 本  尚 正　　 

１．はじめに
2025年11月24日から12月5 日の期間、ウズベ

キスタンのサマルカンドにおいて、ワシントン
条約（CITES）i 第20回締約国会議が開催され、
筆者はオブザーバーとして当該会議に参加する
機会を得たので、その感想やサマルカンドの様
子などを報告したい。

２．CITES締約国会議とは
CITESは、野生動植物の国際取引の規制を

輸出国と輸入国とが協力して実施することによ
り、絶滅の恐れのある野生動植物の保護を図る
ことを目的として、1973年に米国ワシントン
DCで採択され、1975年に発効した国際条約で
ある。本条約は、その採択された地名から、ワ
シントン条約という通称でも呼ばれ、現在の加
盟国数は、184か国及び欧州連合（EU）となっ
ている（2026年 1 月31日現在）。

i　日本語の正式名称は「絶滅の恐れのある野生動植物の種の
国際取引に関する条約」であり、CITESは「Convention on 
International Trade in Endangered Species of Wild Fauna 
and Flora」の略称である。

CITES締約国会議は、近年では約 3 年に一
度開催されている。今般の第20回締約国会議

（The 20th meeting of the Conference of the 
Parties：以下「COP20」という。）は、条約発
効50周年の節目であり、CITES史上初めてと
なる中央アジアでの開催となった。

会場となったサマルカンドEXPOセンターは、
複数のホテルや会議場、観光施設、さらには運
河までを内包する広大な敷地の一角に位置して
おり、会場内にはウズベキスタンの民芸品や現
地アーティストが描いた絵画が多数展示され彩
りを添えていた。

３．CITES COP20に参加して
海外漁業協力財団（以下「財団」という。）は、

水産資源の持続可能な利用に向けた国際的な協
力体制を構築し、我が国への水産物の安定的な
供給の確保に資するとの基本理念の下、我が国
と漁業関係のある国などに対して各種の海外漁
業協力事業を実施している。

COP20では、多くの水棲生物に係る附属書
改正提案等も審議され、その結果如何では、我
が国の水産業界に悪影響を及ぼしたり、ひいて
は我が国への安定的な食料供給が脅かされたり
する可能性がある。このため、議論の動向を把
握するとともに持続利用グループの連携を強化
し、不合理な付属書掲載提案の否決を導くべく、
筆者を含む職員 2 名が参加することとなった。

我が国水産関係者にとって関心の高かった提
案は、EU及びパナマ共和国（以下「パナマ」と
いう。）提案のニホンウナギ（Anguilla japonica）
を含むウナギ属16種（Anguilla spp.）の附属書
Ⅱ掲載、英国及びEU等11か国・地域提案のア

ウズベキスタン周辺地図（University of Texas Libraries地図を加工）
https://maps.lib.utexas.edu/maps/cia16/uzbekistan_sm_2016.gif
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イザメ科サメ類（Centrophoridae spp.）の附属
書Ⅱ掲載、パナマ他20か国・地域提案のヨゴレ 

（Carcharhinus longimanus）の附属書Ⅱから附
属書Iへの引き上げ、EU提案のクリイロナマコ属
6 種 （トゲクリイロナマコ（Actinopyga echinites）
他）の附属書Ⅱ掲載、EU提案のハネジナマコ 

（Holothuria lessoni （Golden Sandfish））の附属書
Ⅱ掲載などである。

EU・パナマによるウナギ全種の附属書Ⅱ掲載
提案については、これが採択されると、加工品
を含めて輸出国政府の発行する輸出許可書等が
必要になり、輸入価格の上昇に繋がること等が
懸念される。我が国では2024年時点でウナギの
国内供給量60,941tのうち、その 7 割以上とな
る44,730tを輸入しているため、取引規制が強
化された場合の国民生活への影響が甚大になる
ことが予想された。

今般、土用の丑に象徴されるように日本食
文化の一端を担っているウナギが審議の対象に
なったことで、COP20開始前から本提案に関
連する報道が国内でも多数見られるようになり、
会期中には日本のメディアが現地まで来て取材
を行っている様子を見て、改めて本件の関心度
の高さを実感した。

本提案に係る第一委員会iiでの審議では、ま
ず提案を出したEUがその主旨について、「ウナ
ギは広く回遊する魚類であり過剰価格で取引さ

ii　主に附属書の改定（種の掲載・格上げ・解除）や、技術的
な規制内容に関する実質的な議論と投票を行う。

れている。ヨーロッパウナギは2009年に附属書
Ⅱに掲載されているものの密輸等違法取引が横
行しており、それは規制のギャップが存在する
ことに起因し、その解決のためにはヨーロッパ
ウナギと他のウナギ種との判別が必要であるが
それは困難である。また、ヨーロッパウナギ、
アメリカウナギ、ニホンウナギは国際的に取引
され、いずれの資源も大幅な減少が確認されて
いる中、種毎の規制での対応には限界があり、
類似種もすべて附属書Ⅱに掲載することで国
際的に一貫性のある規制が導入され合法な取
引や資源保護を実現することができる。さら
に、本提案には18か月の猶予期間を設けてい
ることから各国政府も準備することができる」
と説明した。

その後、各参加国が発言し、日本は、「FAOiii

専門家パネル及びCITES事務局がニホンウナ
ギ及びアメリカウナギは附属書掲載基準に合
致していないと評価しており本提案は科学的
な裏付けがない。また、シラスウナギの種判
別は日本では日常的に実施されていることで
あり、かつ、カナダや韓国により報告されてい
るとおり簡便で迅速な種同定を可能とする
DNA検査がすでに開発されている。さらに
ICESivは、ヨーロッパウナギの禁漁を繰り返し
勧告している中、EU加盟国内でのヨーロッパ

iii　Food and Agriculture Organization of the United Nations
（国際連合食糧農業機関）
iv　International Council for the Exploration of the Sea （国際
海洋探査委員会）

COP20の会場となったサマルカンドEXPOセンター 会場内で展示されていた民芸品

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 3

　 財団トピックス



ウナギの生産量は増加しており（EU加盟国内
では輸出許可証なしで取引可能）、これは一義
的にはEU自身が対策を講じるべき課題であり、
他国に規制を課すのは非合理的である」等反論
し、本提案に強く反対する旨を表明した。

本提案に賛成を表明した国は英国、モナコ
公国、イスラエルの 3 か国のみであり、その他
の国々は日本と同様に強い反対を示した。中で
もジンバブエ共和国は、アフリカ大陸を代表し
て発言しているとして、本会議に参加している
すべてのアフリカ諸国が本提案に反対する旨を
述べた。その後も反対の意を表明する国が相次
ぎ、途中議長より協議の時間を短縮するため、
EU提案に賛成する国のみが発言するよう指摘
が入るほどだった（結局公に賛成を表明したの
は上記 3 か国のみであった。）。

議論終了後、本提案は秘密投票に付される
ことになり、結果は143票中、賛成35票、反対
100 票、棄権 8 票となり反対多数で否決された。
また、日を改めて開催された全体会合において
も参加国から第一委員会での結果に異論は出ず、
本提案は正式に否決されることとなった。

しかしながら、その他の水産関連の改正提
案においては、否決となったEUによるクリイ
ロナマコ属 6 種の附属書Ⅱ掲載提案を除きす
べて採択され、水産資源の持続的利用という
立場を取る日本にとって厳しい結果となった

（南アフリカ提案によるミダノアワビ（Haliotis 

midae）の乾燥標本の附属書Ⅱ掲載提案は取り
下げ。）。

特に印象的だったのは、アイザメの附属書Ⅱ
掲載提案の審議における持続利用国と反持続利
用国の議論であった。

冒頭、本提案の共同提案国である英国より、
「アイザメは成熟が遅く繁殖力が低いため非常
に脆弱で、資源回復に相当の時間を要す種であ
る。その高価な肝油の国際取引により乱獲され
絶滅が危惧されている。さらに類似種は形態的
特徴が非常に似ており判別することが困難であ
るため、すべてのアイザメ科サメ類を附属書Ⅱ
に掲載する必要がある」との発言があった。

それを受けて日本より、本提案への反対理
由を次のとおり述べた。

（ 1 ）日本で本種を漁獲しているのは少数の漁
業者であり、本種が附属書Ⅱに掲載される
と小規模漁業者への影響が大きい。また本
種は、肉や肝油、化粧品として利用されて
いるだけでなく、医薬品としても利用され
ており、規制が強化されると医療面におけ
る悪影響も想定される。

（ 2 ）FAO専門家パネルによると、本種は附
属書Ⅱの掲載基準を満たしていない。また、
地域漁業管理機関であるSIOFAvでは、ア
イザメを直接対象とした漁業は禁止されて
いるなど、すでに保護管理措置が取られて
いる。

（ 3 ）CITESにおける類似種の掲載基準を満
たしていない。

そして、FAOも発言し、「FAO専門家パネル
による協議の結果、同提案は、現時点では科学
的根拠が不足しており、同種を附属書に掲載す
る必要性を証明するには至らない。今むやみに
全種を附属書に記載してしまうと制約下で研究

v　The Southern Indian Ocean Fisheries Agreement（南イン
ド洋漁業協定）全体会合の様子
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を行わなければならなくなり、サンプル収集等
が十分に行えず資源管理に悪影響が及ぶ可能性
があるため、今回の附属書掲載は避けるべきで
ある」との旨を述べた。

さらに、NGOである国際野生動物管理学術
会議（IWMC）は、「提案書には “There is no 
information on population size for the two 
species or any of the gulper sharks. ” vi

“Population structure for the two species is 
unknown.” viiという文章が記載されていること
に言及し、個体数や個体群構造も分からずに
附属書に掲載するべきではない」との旨を発
言した。

しかしながら、この提案は結果として採択
された。前述のとおり、FAOの専門家が掲載
基準には満たさないと評価しており、かつ、判
断するための十分な科学データが揃っていない
と提案国も認識している。にもかかわらず、ア

vi　これら 2 種（アイザメ（Centrophorus atromarginatus）、
タロウザメ（Centrophorus granulosus）及びいずれのアイザ
メ科サメ類についても、個体群サイズに関する情報は得られ
ていない。

vii　 2 種の個体群構造は不明である。

イザメ科全種が一括して附属書Ⅱに掲載される
ことになった（COP20終了後、18カ月後に発
効予定）ことを受け、COPにおける議論の進
行には各国の思惑や複雑な事情が絡み、冷静に
科学的知見に基づいた審議がなされるわけでは
ないのだと個人的に感じた。

COP20終了後、CITES事務局は、最終的な
参加国数は164か国・地域で、うち157か国・
地域が投票権を有していた旨を発表した。ま
た、次回のCITES第21回締約国会議（COP21）
は、2028年にパナマで開催されることが決定
した。

４．サマルカンドについて
COP20の休会中には、サマルカンド市内を

散策する機会にも恵まれた。サマルカンドはシ
ルクロードの要所に位置し、14～15世紀に中央
アジアから西アジアまで支配したティムール帝
国の首都として栄えた歴史ある都市で、街を少
し歩けば史跡に当たるというくらい見所が多
かった。中でもティムール帝国を築き上げた、
ウズベキスタンの国民的英雄であるアミール・
ティムールとその家族が葬られているグリ・ア
ミール廟の外壁には、「青の都」と呼ばれるサ
マルカンドを象徴するかのごとく、青いタイル
がふんだんに使用され、内部の壁一面は金箔や
幾何学模様の装飾で覆われており、その美しさ
に思わず筆者は目を奪われた。

金箔や緻密な細工が施されている天井

青タイルが綺麗なグリ・アミール廟
びょう
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また、街で見かける現地の人々は、日本人
と顔立ちが似ていると感じることが多く、元来
親日国であることも手伝ってか、どこに行って
も好意的な対応を受け、親切な人が多い印象を
受けた。

さらに、現地の食事も非常に美味しかった。
内陸国ということもあり、約 2 週間の滞在期間
中、魚料理は一度も食べなかったものの、ラム
肉や牛肉などを串に刺して炭火で焼くシシャリ
ク、トマトベースのスープにうどんのような柔
らかい麺が入っているラグマンなど、食の嗜好
も日本人に近いものを感じた。

５．所感
当財団の出張先は仕事柄、やはり海に面し

た沿岸国となることが多く、内陸国であるウ
ズベキスタンへの出張は不思議に感じた。再
び出張で来ることはないだろうという思いも
あり、業務はもちろんのこと、合間の時間に
おいても、現地で濃い時間を過ごすことがで
きた。極度に乾燥した気候のため、約 2 週間
の滞在中ずっと唇が割れていたが、それもま
た新鮮だった。

CITES締約国会議についても、初めての参
加であったが、どのような議論を経て動植物
の取引規制が世界的に決定されているのかを
肌で感じることができた。一方、その過程が

科学的知見に基づいておらず別の力学が作用
しているのではないかと感じられる場面も
あった。

会場では、これまでの業務で面識のあった
外国政府関係者も何名か参加しており再会を
喜んだが、各国の思惑が渦巻くこのような国
際会議の場での協調は一朝一夕にはできず、
規模は小さいかもしれないが我々ができる活
動をコツコツと継続することで、相手国との
信頼関係を築いていくことが重要だと再認識
した。その積み重ねが、ひいては我が国の水
産業界や食料安全保障にとっても良好な結果
に繋がっていくことを忘れてはならないと
思った。

シシャリク（お肉は何を食べても美味しい。） ラグマン（ウズベキスタン式のうどん）

ウズベキスタンでは生命力の象徴として縁起の良いザクロ

6 海外漁業協力　第114号　2026. 03

財団トピックス



ATLAFCOとの合同委員会 第17回会合を終えて（モロッコ訪問記）

融 資 部 長   　市 野  孝 典　　 

１．はじめに
財団は2009年以降、大西洋沿岸アフリカ諸

国における持続可能な漁業の推進と地域的な協
力体制の強化を目的として、大西洋沿岸アフリ
カ諸国漁業協力閣僚会議（The Ministerial 
Conference on Fisheries Cooperation among 
African States Bordering the Atlantic Ocean：
以下「ATLAFCO」という。）に対する経済協
力を継続的に実施している。

ATLAFCOは、漁業資源の乱獲が深刻化し
ていた大西洋沿岸のアフリカ諸国が、資源の持
続的利用と漁業の健全な発展を両立させること
を目指して1989年に設立した政府間国際機関で
ある。現在、事務局が所在するモロッコ王国

（以下「モロッコ」という。）を含む22か国iが
加盟しており、加盟国間の政策調整、情報共有、
人材育成等を通じて、地域全体の漁業管理能力
の向上に取り組んでいる。

また、ATLAFCOは、財団からの経済協力
を基にフィシャリーズプロモーションファンド

（以下「FPF」という。）を設立し、これから得
られる安定的な財源を活用し、加盟国と連携し
ながら、漁業資源管理の強化、違法・無規制・
無報告漁業対策、漁業分野における能力構築等、
地域の実情に即した各種事業を計画的かつ継続
的に展開している。これらの取組は、大西洋沿
岸アフリカ地域における漁業の持続可能性を確
保するとともに、沿岸国の食料安全保障や地域
経済の安定にも寄与するものとなっている。

FPFは、「水産資源の持続的利用に係る我が

i　アンゴラ、ガーナ、カーボベルデ、ガボン、カメルーン、
ガンビア、ギニア、ギニアビサウ、コートジボワール、コン
ゴ共和国、コンゴ民主共和国、サントメ・プリンシペ、シエ
ラレオネ、赤道ギニア、セネガル、トーゴ、ナイジェリア、
ナミビア、ベナン、モロッコ、モーリタニア、リベリア

国とATLAFCO加盟国（以下「加盟国」とい
う。）との互恵的な協力関係を強化し、双方の
利益の実現を図ること」を基本目的として設置
されたものであり、単なる資金供与にとどまら
ず、人的・制度的側面を含めた包括的な経済協
力の枠組みとして機能している。具体的には、
①加盟国における自国水産業の持続的発展を支
えるための能力強化、②科学的根拠に基づく資
源管理や監視・取締体制の整備等、漁業を適切
に管理するための能力強化、③地域漁業管理機
関の管理措置を含む国際的な義務の履行や関連
制度の実施に資する事業を主な使途としており、
加盟国の実情や課題に応じた柔軟かつ実践的な
支援が行われている。

また、財団は、FPFの適正かつ透明性の高い
資金管理を確保するとともに、ATLAFCO事
務局（以下「事務局」という。）との緊密な連
携体制を構築するため、石川淳司専門家（以下

「石川アドバイザー」という。）を事務局に派遣
している。石川アドバイザーは、事務局と協働
しつつ、FPFを活用した事業の企画立案、実施
状況のフォローアップ、加盟国との調整、財務
管理面に関する助言など、FPFの円滑な運営に
資する多岐にわたる支援・協力を行っている。

FPFの管理・運営にあたっては、事務局及
び財団に加え、加盟国の中から選定される議長
国及び書記国、並びに事務局が所在するビュー
ロー国であるモロッコを構成メンバーとする合
同委員会を設置している。同委員会は、FPFの
ガバナンスを担う中核的な意思決定機関として、
少なくとも年 1 回の会合を開催することとして
いる。

2025年12月には、モロッコ最北端に位置し、
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地中海と大西洋を結ぶ要衝として知られる都市
タンジェにおいて、第17回合同委員会会合（以
下「第17回会合」という。）が 2 日間にわたり
開催された。

以下では、第17回会合の概要を紹介すると
ともに、開催地であるモロッコにおいて実際に
見聞きした現地の状況や特に印象に残った事項
について報告する。

２．モロッコと首都ラバトと港湾都市タンジェの概要
　　～現地の印象を交えて～

日本からモロッコへ向かうには、乗り継ぎ
を含めておよそ18時間の航空機移動を要し、現
地時間は日本より 8 時間遅れている。地理的に
も時間的にも大きな隔たりを越えてたどり着く
この国は、アフリカ大陸の北西端に位置し、大
西洋と地中海という二つの海に面するという立
地を背景に、古来よりアフリカ、アラブ、地中
海世界、さらにはヨーロッパを結ぶ要衝として、
交易と交流の歴史を重ねてきた。

モロッコは、立憲君主制の下で政治的安定
を維持しつつ、近年はインフラ整備や産業振興
を進め、アフリカと欧州を結ぶ戦略的拠点とし
ての存在感を高めている。内陸に連なるアトラ
ス山脈、肥沃な平原地帯、長大な海岸線、そし
てサハラ砂漠へと続く広大な国土は、多様な自
然環境と地域社会を育み、漁業、農業、交易と
いった基幹産業の基盤となってきた。ベルベル、
アラブ、アンダルシアの伝統が折り重なり、王
朝の興亡とともに形成されてきた歴史と文化は、
現代においても人々の価値観や社会のあり方に
静かに影響を与えている。

首都ラバトは、大西洋に注ぐブー・レグレ
グ川の河口に位置し、海と川に抱かれた穏やか
な環境の中に広がる行政都市である。王宮、議
会、中央官庁、各国大使館が集積する国家の中
枢としての機能を担う一方、都市全体は過度な
商業化を避け、落ち着いた秩序と品格を保って
いる。城壁に囲まれた旧市街（メディナ）や歴

史的建造物は、長い時間を経て受け継がれてき
た都市の記憶を今に伝え、計画的に整備された
新市街と無理なく共存している。

また、ラバトは政治・行政の中心であると
同時に、文化・教育の拠点としての側面も併せ
持つ。美術館や文化施設、大学や研究機関が点
在し、知的で穏やかな雰囲気が街全体に漂って
いることは、他の大都市とは異なるラバトの大
きな特徴である。その佇まいは、安定と継続性
を重んじるモロッコ国家の姿勢を象徴している
ようでもある。

一方、第17回会合の開催地となったタンジェ
は、モロッコ最北端に位置し、ヨーロッパ大陸
を目前に望むジブラルタル海峡に面した港湾都
市である。古くからアフリカとヨーロッパ、さ
らには東西を結ぶ海上交通の要衝として発展し
てきた。港を中心に形成された都市空間は、
フェニキア、ローマ、アラブ、そしてヨーロッ
パ諸国の影響が重なり合って共存しているよう
に感じられる。

近代以降、国際都市としての性格を色濃く
持ってきたタンジェは、現在においても港湾物流、
観光、製造業を中心に活発な経済活動が展開され、
国内外から人と物が集まる動的な都市である。
海峡を行き交う船舶を望む街並みには、常に外
の世界へと開かれた気配があり、流動性と多様

モロッコ地図（外務省HP地図を加工）
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/morocco/index.html
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性が都市の空気そのものを形づくっている。
こうしたタンジェの活気と開放感は、ラバ

トの落ち着いた佇まいとは対照的である。同じ
モロッコという一つの国の中にありながら、内
に向かって整えられた行政の都と、外に向かっ
て開かれた港湾都市が併存していることは、モ
ロッコが有する地理的・歴史的な多様性と柔軟
性を象徴しているといえるだろう。

３．ラバトにおける公的対話と友好のひととき
　　～ATLAFCO事務局訪問～

ラバトに到着した翌日から、第17回会合に
関連する一連の業務日程を開始した。

（１）ATLAFCO事務局訪問
ラバト市内に所在する事務局を訪問し、

クティリ事務局長をはじめ、事務局の主要職
員全員の出席を得て面談を行った。

冒頭、財団より、CITES COP20において
ATLAFCO加盟国が日本の立場に理解と支
持を示したことに対する謝意を述べるととも
に、石川アドバイザーのこれまでの活動への
理解と協力、さらにはATLAFCO事務局が
長年にわたり示してきた献身的な取組に対し、
深い敬意を表した。併せて、翌日から開催さ
れる第17回会合においては、2025年事業報告、
2026年事業計画に加え、来年度終期を迎える
FPFの取扱いについても率直かつ建設的な議
論を行いたいとの考えを伝えた。

これに対し、クティリ事務局長からは、
財団による長年にわたる一貫した支援に対す
る感謝の意が述べられたうえで、FPFの更改
については、ハダッド財務担当を含む事務局
内での検討や加盟国の意見を踏まえつつ、合
同委員会の場で丁寧に議論していきたいとの
考えが示された。

政治の中枢としての威厳を今に伝えるモロッコ王国議会本館 海洋都市タンジェの歴史を見守ってきた旧市街の要塞

ATLAFCO 事務局訪問

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 9

　 財団トピックス

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 9



面談の合間に供されたミントティーは、
単なる飲み物ではなく、来訪者を迎え、対話
を始めるための文化的な役割を担っている。
銀製のティーポットから高い位置で注がれる
所作は、香りを引き立たせ、味を均一にする
ためのものであり、注ぎ手の心配りと熟練を
示す伝統的な作法である。

その一杯一杯には、相手への敬意と時間
を共有する意思が込められている。甘く爽や
かな味わいとともに交わされる言葉は、公式
な議題でありながらも、次第に相互の信頼を
確かめ合う温度を帯びていった。

このひとときは、実質的な議論を支える
相互理解の土台を丁寧に整える重要な時間と
なった。

（２）第17回会合開催地（タンジェ）への移動
事務局のハヤット事務局長補佐、石川ア

ドバイザーの同行のもと、TGVと呼ばれる
高速鉄道にてラバト駅を出発し、約 1 時間
20分でタンジェ駅に到着した。このTGVは、
モロッコで初めて導入された高速鉄道であり、
経済都市カサブランカから首都ラバトを経由
して北部地域を結ぶ基幹的な交通インフラと

して、同国の発展と近代化を象徴する存在と
なっている。

列車は大西洋沿岸部を北へと進み、車窓
は整然とした都市の風景から、やがて起伏に
富んだ丘陵地帯、白を基調とした家並みが点
在する風景へと、徐々に表情を変えていき、
落ち着いた行政都市ラバトから国際都市タン
ジェへ、風景の変化が印象的な道程であった。

タンジェ到着後、宿泊先であり、第17回
会合の会場となるエル ミンザ ホテルへ早々
に移動した。ホテルでは、事務局のラムリッ
シュ協力・情報システム部長の出迎えを受け、
会合準備に入った。

ATLAFCO 事務局前にて記念撮影（中央で満面の笑みをたたえているのは首藤常務理事）

タンジェ・ヴィル駅に停車中の TGV
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エル ミンザ ホテルは、20世紀初頭に開業
したタンジェを代表する由緒あるホテルであ
る。地中海と大西洋を望む高台に位置し、こ
れまで多くの外交関係者や要人を迎えてきた
その空間には、国際都市タンジェが育んでき
た開放性と品格が今も息づいている。

４．ATLAFCO合同委員会第17回会合
　　～海を望むモロッコ・タンジェでの会合～

（１）第17回会合の概要
2025年12月16日から17日の2日間にわたり、

第17回会合が開催された。本会合には、2025年
4月にコートジボワール共和国のアビジャン
で開催されたATLAFCO第11回閣僚会合に
おいて選出された議長国ギニア代表及び書記
国トーゴ代表、並びにビューロー国であるモ

ロッコ代表が出席し、ATLAFCOの活動実
績の確認、今後の行動計画、並びに中長期的
な協力の在り方、持続可能な漁業の推進に向
けた意見交換が行われた。

（２）主な協議内容
ア．ATLAFCOの最近の活動状況

ATLAFCO事務局より、直近年度にお
ける活動実績及び事業の進捗状況について
報告が行われた。大部分の事業が当初計画
に基づき実施され、加盟国の能力構築や地
域協力の強化に寄与していることが共有さ
れた。

一方で、一部の事業については、加盟国
側の事情や外部環境の変化等により、計画
どおりの実施が難しいケースもあったこと

ジブラルタル海峡の玄関口 タンジェの港時代を超えて来訪者を迎えてきた エル ミンザ ホテル

左から、ビューロー国・議長国・書記国の代表が並ぶ合同委員会
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が説明された。これらを踏まえ、今後は事
業計画の立案段階から、実施可能性やリス
ク要因をより丁寧に考慮し、計画と実績の
関係を分かりやすく整理していくことの重
要性が確認された。

イ．組織運営・ガバナンス及び情報発信
ATLAFCO事務局の組織体制や運営状

況について、外部の視点も踏まえた検証結
果が紹介され、全体として適切に機能して
いるとの認識が共有された。併せて、今後
の課題として、内部体制の更なる強化や業
務の効率化に向けた継続的な改善の必要性
が指摘された。

また、新たに整備・公開された公式ウェ
ブサイトについては、加盟国、関係機関、
一般の閲覧者がATLAFCOの活動をより

理解しやすくなることを目的とした取組で
あり、情報の体系化や視認性の向上を通じ
て、国際的なプレゼンス強化に資するもの
として説明が行われた。

ウ．2026年行動計画
ATLAFCO事務局から、2026年の行動

計画案が提示され、主として海洋生物資源
の調査、加盟国の能力構築、政策対話・情
報共有の促進などを柱とする取組について
説明が行われた。

続けて、各事業が持続可能な漁業管理と
いう共通目標にどのように貢献するかとい
う観点から意見交換がなされ、事業の優先
順位や実効性を意識した運営の重要性が確
認された。これらの議論を経て、2026年行
動計画は、参加者の総意により採択された。

前段左から、福島係長（水産庁海外漁業協力室）、市野融資部長、クティリ事務局長（ATLAFCO）、
サンコン水産大臣顧問（ギニア漁業・海洋資源省）、首藤常務理事、ラムリッシュ協力・情報システム
部長（ATLAFCO）、エラルーシ海洋漁業局戦略・協力部長（モロッコ農業・地方開発・海洋漁業省）

後段左から、ケベンジカト水産養殖振興部長（トーゴ農業・漁業・動物資源・食料主権省） 、
松岡専門職、ハヤット事務局長補佐（ATLAFCO）、ハダッド財務責任者（ATLAFCO）、
ムラブティ情報管理担当（ATLAFCO）

第 17 回会合参加者集合写真
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エ．海洋生物資源の持続的利用に関する
　　国際的協力

第17回会合では、海洋生物資源の持続
的利用を巡る国際的な動向についても情
報共有が行われた。関係する国際的枠組
みや会合を通じ、科学的知見に基づく資
源管理と国際協調の重要性が再確認され、
ATLAFCO加盟国と日本との間で、今後
も対話と協力を継続していく意向が示さ
れた。

特に、地域の実情を踏まえつつ、国際社
会の議論に適切に関与していくことが、長
期的な資源の持続的利用につながるとの認
識が共有された。

オ．今後の協力の方向性
将来に向けた協力の枠組みについては、

中期的な視点に立った事業及び財務の在
り方を検討する必要性が確認された。
ATLAFCO側からは、今後の活動の方向
性を整理し、より計画的な運営を行うため
の検討を進めていく意向が示された。

これを受け、日本側からは、ATLAFCO
の取組や体制を踏まえながら、引き続き建
設的な対話を重ねていくことが重要である
との認識を示した。

カ．次回会合
ATLAFCO事務局からは、次回会合を

日本で開催したいとの意向が示された。今
後、関係者間で調整・検討を進めることと
され、引き続き円滑な準備に向けた協議が
行われる予定である。

（３）まとめ
本会合では、ATLAFCOの活動状況や組

織運営を確認するとともに、持続可能な漁業
及び海洋生物資源の管理を共通の目標として、
今後の協力の方向性について建設的な議論が

行われた。
日本とATLAFCOは、相互理解と信頼関

係を基盤に、地域及び国際社会における海洋
資源の持続的利用に貢献していくことを改め
て確認し、第17回会合は閉会した。

５．静謐
ひつ

な首都ラバトに息づく歴史の景観
　　～歴史と現在が静かに重なり合う都～

モロッコ到着後、首都ラバトに入ったのは
午後の遅い時間であった。翌日以降の業務を
控える中、確保できたのは、わずか数時間に
過ぎなかったが、その限られた時間を活用し、
ラバトの歴史と都市の性格を象徴する主な地
点を駆け足で視察した。訪れた先々では、こ
の都市が積み重ねてきた時間の厚みと、落ち
着いた首都としての佇まいを随所に感じ取る
ことができた。

（１）ラバト旧市街（メディナ）
ラバトの旧市街は、白と淡い土色を基調

とした家並みと細い路地が続き、人々の生
活と商いが自然な形で溶け合っている。
呼び交わされる声や店先の気配からは、日
常のリズムが静かに伝わってきた。喧騒を
抑えた旧市街の佇まいは、ラバトという都
市の節度と落ち着きを象徴しているようで
あった。

（左）色彩豊かな絨毯が並ぶラバト旧市街の一角
（右）伝統の技が今も息づくラバト旧市街の工房

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 13

　 財団トピックス

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 13



（２）シェラ遺跡とアンダルシア・ガーデン
ブー・レグレグ川を見下ろす高台に広が

るシェラ遺跡は、都市から近い場所にあり
ながら、時間の流れが緩やかに感じられる
空間である。古代ローマ都市の遺構と、イ
スラム時代の建造物が重なり合い、文明の
層がそのまま風景として残されている。崩
れた石壁や柱の間に差し込む午後の光は、
かつてこの地が果たしてきた役割と、その
後の変遷を、言葉少なに語りかけてくるよ
うであった。

シェラ遺跡の一角に設けられたアンダル
シア・ガーデンは、幾何学的に配された小径

や水路、草花に囲まれた庭園であり、アンダ
ルシア文化が育んだ美意識を今に伝えている。
ここに立つと、石の遺構が語る歴史とは異な
る人々の暮らしや精神文化の豊かさが、静か
に感じ取られた。

（３）ハッサン塔
未完のまま現在に至るハッサン塔は、午

後の柔らかな光に包まれ、ひときわ印象的な
存在感を放っていた。整然と並ぶ石柱群と、
空に向かって伸びる塔の姿は、イスラム世界
最大級のモスクを築き、宗教的威信と都市の
繁栄を象徴しようとした、12世紀に当時の王
朝により構想された壮大な理想を今に伝えて
いる。その未完性がかえって想像力を掻き立
て、歴史の重みと時間の流れを感じさせた。

（４）ムハンマド５世廟
ハッサン塔の向かいに位置するムハンマド

5 世廟は、白い大理石と緑の屋根が夕刻の
光を受け、静謐で厳かな雰囲気を醸し出し
ていた。ハッサン塔が、12世紀に構想され
た壮大な理想と王朝の志を象徴する存在で
あるとすれば、モロッコ独立を導いた国王
を祀るこの霊廟は、近代国家の歩み出した
同国の精神的な核を体現する場であるかの
ように思われた。

白亜の装飾に王国の精神が宿るムハンマド 5 世廟未完のまま時を超えるハッサン塔

城壁に抱かれた静謐な緑 アンダルシア・ガーデン
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６．モロッコの自然と歴史にふれて
　　～ラバト動物園とリクサス遺跡にみるモロッコの時間～

（１）ラバト動物園
モロッコへの出張中、業務日程の合間及

び移動行程を活用し、首都ラバトに所在する
ラバト動物園を視察する機会を得た。本視察
は同国の自然観、さらには動物と人との関係
性に対する文化的背景を理解するうえで、意
義ある経験となった。

この動物園は、モロッコの自然を象徴的
に映し出し、その地に息づく生命の気配を伝
えている。展示の随所には、自然環境の保全
と生物多様性を未来に手渡そうとする理念が
にじみ、人と自然の関係を次世代につなぐと
いう思いが穏やかに息づいている。

今回の視察における主目的は、バーバリラ
イオン（アトラスライオン）の見学であった。
かつて北アフリカ一帯に広く生息し、アトラ
ス山脈を象徴する存在であったこのライオン
は、1942年から野生の個体が観察されず絶滅
したとされていたが、後に王室で飼育されて
いたライオンが同種であることが判明し、保
護下においてのみ命がつながれている。

バーバリライオンは、モロッコの歴史や
文化において、単なる野生動物の枠を超え、
威厳、統治、誇りといった価値観と結びつい
てきた特別な存在であり、「アトラスのライ

オン」は、モロッコ代表サッカーチームの愛
称として広く親しまれている。

動物園において大切に飼育されているそ
の姿は、失われた自然への哀惜と同時に、未
来へと継承しようとする意志を静かに物語っ
ているように感じられた。そこには、自然と
人との関係を見つめ直し、責任を持って守り
伝えようとするモロッコ社会の姿勢が反映さ
れている。

（２）リクサス遺跡
第17回会合を終えた後、タンジェからラ

バトへ車で移動する途上において、同国北部
に位置するリクサス遺跡を視察する機会を得
た。リクサス遺跡は、首都ラバトから北へ向
かい、大西洋に注ぐルクス川の河口域に近く、

丘の上に築かれた堅牢な石積

王国の象徴を今に伝える バーバリライオン像 落ち着いた空気に包まれたライオンの庭
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ララシュ市郊外の丘陵地に広がる古代都市遺
跡であり、モロッコ最古級の歴史を伝える貴
重な文化遺産の一つである。

この地は、古くはフェニキア人の交易拠
点として始まり、その後カルタゴ、ローマ帝
国の支配を経て発展したとされている。地中
海世界とアフリカを結ぶ要衝として、多様な
文明が交差してきた歴史を有し、モロッコが
単一の文化圏ではなく、重層的な歴史の上に
成り立っていることを象徴する場所でもある。

遺跡内には、古代の神殿跡、浴場、モザ
イク床、魚加工施設などが点在し、周辺には
現在でも塩田が広がっている。かつて、この
地が宗教・生活・交易の拠点として機能して
いた様子を今に伝えている。特筆すべきは、
マグロ塩漬け加工に用いられたと伝えられる
石造りの水槽跡が、今なお遺され、往事の水
産の営みを語りかけてくる点である。海とと
もに生きる我々にとって、その光景は胸を打
ち、尽きぬ感慨を呼び覚ますものであった。

リクサス遺跡には、古代神話とも結びつ
いた逸話が残されている。ギリシャ神話に登

場する英雄ヘラクレスが、十二の功業の一つ
を成し遂げた地、あるいは「黄金の林檎の
園」が存在した場所であると語られてきた伝
承は、この地が古代世界において想像力を掻
き立てる特別な存在であったことを物語って
いる。史実と神話が重なり合う点もまた、リ
クサス遺跡の魅力の一つといえる。

７．躍動するモロッコサッカー
　　～ラバトを包んだ歓喜と、アフリカ大陸に
　　　刻まれたモロッコの存在感～

モロッコ滞在中、FIFAアラブカップ2025
がカタールで開催され、アトラスのライオン
達（モロッコ代表）はヨルダンとの延長戦の
末、 3 - 2 の劇的な逆転で優勝を果たした。
アフリカ及びアジアに属するアラブ諸国・地
域から16の代表チームが集い、FIFAワール
ドカップ2022で使用されたスタジアムを舞台
に王者を決するこの大会は、単なる国際大会
以上の意味を帯びて人々の視線を集めていた。

ゴールの瞬間、普段は胸の奥にしまわれ
ている感情が解き放たれ、世代、立場を越え
て人々はひとつになる。サッカーは、厳しい
日常の只中でなお希望を信じるための小さな
灯であり、「私たちは共にここにいる」とい
う感覚を確かめる、熱を帯びた儀式のように
感じられた。

モロッコが優勝したその夜、滞在してい

かつての建造物を支えた柱の痕跡

魚醤や塩漬け魚の生産拠点の記憶
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たラバトの街は、抑えきれない歓喜に包まれ
ていた。大通りをモロッコ国旗を掲げた車や
オートバイが街中を走り抜けていき、クラク
ションと歓声が夜空に重なり、交差点に配置
された複数の警察官が交通と治安の秩序を保
とうとしていたが、それさえも祝祭風景の一
部のように見えた。

アラブカップで頂点に立ったモロッコに
とって、歓喜の余韻冷めやらぬ中で迎えたの
が、アフリカ大陸最強を決するアフリカネイ
ションズカップ2025であった。2025年12月21日
から2026年 1 月18日にかけて、モロッコ国内
の 6 つの会場にアフリカ各地の強豪国24の代
表チームが集い、グループステージから決勝
まで、一試合ごとに誇りがぶつかり合う舞台
である。

モロッコ代表はアラブカップ2025優勝の
勢いのまま着実に勝ち上がり、2026年 1月18日
の決勝へと駒を進めたものの、延長戦の末、
セネガルに 0 - 1 で惜しくも敗れ、準優勝と
いう結果に終わった。アラブカップ制覇に沸
いたあの熱狂を知る者にとって、敗戦の日に
モロッコの地にいなかったことは、幸運で
あったかもしれない。ところが、運命は静か
に近づき、一瞬で物語を変える。2026年 3 月
17日、試合はセネガル勝利のはずが抗議によ
る棄権で没収となり、結果は 3 - 0 、勝利は
モロッコへ。歓喜と無念が交錯する結末だか

らこそ、世界は劇的なのだ。

８．おわりに
　　～文化と信頼に支えられた協力の深化～

本稿では、ATLAFCO合同委員会第17回
会合の概要を中心に、開催地モロッコにおい
て見聞きした現地の状況や、印象に残った風
景、対話のひとこまについて報告してきた。
第17回会合そのものは、持続可能な漁業と海
洋生物資源の適切な管理という明確な目的の
下、実務的かつ建設的に進められたが、その
背景には、長い時間をかけて培われてきた信
頼関係が確かに存在していた。

ラバトの静謐な街並みや、リクサス遺跡
に残る古代文明の痕跡、そしてタンジェの港
に漂う開放的な空気には、自然や歴史を尊重
し、時間をかけて価値を育む姿勢が息づいて
おり、それは日本が大切にしてきた感性や考
え方とも通じるものがある。

また、ATLAFCO事務局で供されたミン
トティーや、随所で感じられた心配りは、公
式な対話の場においても、人と人との関係を
大切にするモロッコの「おもてなし」の精神
を象徴していた。相手を迎え、時間と空間を
共有することを重んじるその姿勢は、日本に
おけるもてなしの文化とも響き合い、協力関
係を支える見えない基盤として、確かな意味
を持っている。

海洋資源の持続的利用という課題は、一国
のみで完結するものではなく、関係国及び地
域が長期的な視点で取り組むべきものである。
ATLAFCOと財団、そして日本との協力関
係は、そうした課題に対し、対話と信頼を重
ねながら、着実に前へ進もうとする一つの実
践例であるといえる。

海を隔てて結ばれたこの協力の歩みが、
静かではあっても確かな足取りで、次の世代
へと引き継がれていくことを願いつつ、本稿
の結びとしたい。

アラブカップ優勝の喜びがラバトを走り抜けた夜
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Iakwe,i  aolep！！　　みなさん、こんにちは！！
この度、持続的海洋水産資源利用アドバイ

ザーとして、マーシャル諸島共和国（以下「マー
シャル」という。）に赴任した高山琢馬と申しま
す。昨年度までは、フィジーを拠点にナウル担当
のアドバイザーとして業務にあたっておりました。
これまでお世話になっていた方々には、今後とも
ご支援賜りますようお願い申し上げます。また、
マーシャルへの異動をきっかけとして、ご一緒さ
せていただく方々もいらっしゃるかもしれません。
これを機に、お引き立て賜りますよう、お願い申
し上げます。

さて、筆者が赴任した先は、マーシャル諸島

i　マーシャル語で、こんにちは、愛しています等を示す言葉。
ヤッコエと発音。単語のスペリングが厳密に決まっていない
マーシャルにおいて、Yokwe等とも記される。筆者は以前に、
Iaは虹をKweはあなたを表し、「虹をあなたに」という意味と
の説明を受け、それ以来このスペリングを使っている。

海洋資源局（Marshall Islands Marine Resources 
Authority）といい、MIMRA（ミムラ）という

略称で呼ばれている。知り合いが「マーシャルの
MIMRA」と発言するたびに、マーシャルの水産
分野で三村さんが活躍なさっているのだな、と勘
違いしていたことを懐かしく思い出す。

とはいえ「日本名の方々がマーシャルでご活
躍なさっている」というのは、あながち間違いで
はない。マーシャルには、日本にルーツをもった
方々が多くいらっしゃる。1914年に第一次世界
大戦が勃発し、日本はマーシャルを含むミクロ
ネシア地域を占領、1920年には国際連盟から日
本によるミクロネシア地域の委任統治が認められ、
この関係は第二次世界大戦が終結する1945年ま
で続いたii。この間、日系マーシャル人が誕生す

ii　外務省HP（2025）「マーシャル諸島共和国（Republic of 
the Marshall Islands）基礎データ」より　 https://www.mofa.
go.jp/mofaj/area/marshall/data.html#section 1

マーシャル諸島共和国 着任報告
専 門 家   　高 山  琢 馬　　 

マーシャル周辺地図（国際機関太平洋諸島センターガイドブック地図を加工） https://pic.or.jp/publication/
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るとともに、日本由来の氏名を持つ人が増えた。
驚くことに「モモタロウさん」や「キンタロウさ
ん」といった方もおられる。また、政府の閣僚や
MIMRAの同僚にも、日本にルーツを持つ方が多
くいらっしゃる。

もう一つ、日本とマーシャルの関係を語る上
で忘れてはいけないのが、1954年の第五福竜丸被
ばく事件iiiである。米国によるビキニ環礁での水
爆実験“ブラボー”で、近隣のマーシャル人に加え、
日本の複数のマグロ漁船、米国軍関係者等も被曝
するという事件が起きた。余談だが、この事件が
映画「ゴジラ」の誕生につながったことは、今と
なってはあまり知られていないであろう。

実は、筆者がマーシャルに長期滞在するのは、
これが 2 回目になる。2008年から2010年まで、青
年海外協力隊（現JICA海外協力隊）の水産資源
管理隊員としてMIMRAに配属されていた。当時

iii　NHKアーカイブ「第五福竜丸 ビキニで被ばく」で1954年当
時のニュース映像を見ることができる。https://www 2 .nhk.
or.jp/archives/movies/?id=D0009030006_00000

なお、「被爆」は爆撃による被害、「被曝」は放射線にさら
されることで、被爆者は被曝も受けているため、近年はこの
ような場合「被ばく」と表記する場合が多いとのこと。

は初めての海外長期滞在で言葉も話せず、なん
とか活動の方向性が見えてきたのは任期の半分
が過ぎた頃だったと思う。思い起こせば、筆者
と財団の接点ができたのは、この時だった。当
時MIMRAには水産資源管理を担当している
財団の専門家がおり、現在まで継続している
FDAPINivも実施されていた。それから10余年後
のことだが、当時マーシャルでお世話になった現
役の財団専門家に「あの時は、本当にお世話にな
りました。財団に加わることになりました」と感
激をもって伝えたところ、「え、そうなの？覚え
てないや」と返答され愕然とした。これを自身の
MIMRAに対する貢献度が低かったことの証左と
とらえ、今後精進する所存である。

前置きが長くなったが、マーシャルの一般情
報を記しておく。マーシャルは、太平洋の真ん
中、赤道と日付変更線が交差するあたりにある
国で、29の環礁と 5 つの島から構成されている。
ミクロネシア系の民族で、マーシャル語と英語が
公用語であり、多くの国民が、キリスト教を信仰
している。政府歳入の約 4 割は米国からの財政援
助vだが、国土面積に対する排他的経済水域

（EEZ）の割合がとても大きく、マグロ類の資源

iv　地域巡回機能回復等推進事業（The Fisheries Development 
Assistance for Pacific Island Nations）、通称FDAPIN。冷蔵・
冷凍設備や船舶機関の修復・修繕に加え、漁労や水産加工に
係る技術協力を実施する。

v　脚注ⅱに同じ。

マーシャル中心部地図（国際機関太平洋諸島センター
ガイドブック地図を加工） https://pic.or.jp/publication/

2009年当時の筆者
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は国家財政にとって極めて重要である。また、
マーシャルは日本漁船の入漁を認めており、国際
捕鯨委員会等の国際会議において日本の立場を支
持する等、水産分野で日本との結びつきも強い。

先にも記したが、15年振りのマーシャルという
ことで、ここからは当時と現在を比べて、個人的
に驚いたことを述べたいと思う。

１．MIMRA新庁舎
まず、真っ先に驚いたのは、MIMRA新庁舎

の規模である。かつては、 2 階建てのこじんま
りした庁舎だった。しかし、現在は 4 階建てで、

庁舎内はインターネット、執務設備が整えられ、
快適な業務環境である。新庁舎の建設費用は、
マグロ漁船の入漁料やライセンス料等の自主
財源から拠出した、とMIMRA職員から聞いて
いる。なお、かつてのMIMRA庁舎は現在、天
然資源・商業省が利用している。

２．MIMRAのスタッフ
現在も急成長しているMIMRAを率いている

のが、グレン・ジョセフ局長である。2024年11月
にフィジーで開催されたWCPFCviの年次会合
で10余年振りに再会し、自分が財団に加わった
ことを告げると「おかえり！前に会ったときは、
まだボランティアの青年だったのに、いまは専
門家か。成長したな」と温かい言葉をかけてく
ださった。「グレンさん、あなたは当時から局
長でしたね」と返すと、照れくさそうに笑って
いた。長きにわたりMIMRAを率い、ここまで
大きくしたグレン局長の手腕は驚異的である。
改めて敬意を表したい。他にも、フローレン
ス・エドワーズ副局長、ベリー・ミュラー副局
長をはじめ、当時いたスタッフが活躍中で、イ
ンターンだったベネディクト・ヤマムラさんは、
現在沿岸漁業課長になっている。

vi　中西部太平洋まぐろ類委員会（Western and Central Pacific 
Fisheries Commission）

2010年当時、MIMRA庁舎だった建物

MIMRAを率いるグレン局長

現在のMIMRA庁舎

20 海外漁業協力　第114号　2026. 03

専門家着任報告

20 海外漁業協力　第114号　2026. 03



３．マーシャルの人口減少
マーシャルの街を歩いていて感じたのは「あれ、

英語が通じない。マーシャル語の方が便利だな」
ということだった。はじめはわからなかった違
和感の原因が、マーシャルの人口減少に関係し
ていると気づいたのは、少し後のことだった。

何気なく、マーシャルの人口統計を見てい
た時に衝撃が走った。筆者がマーシャルにいた
2010年は人口のピークで、52,044人が記録され
ているものの、2024年は37,548人と、およそ
28%が減少していた。これを日本に当てはめる
と、14年間で人口が 1 億2,300万人から9,000万
人に減少していることになり、その規模を感じ
ていただけると思う。

人口減少の主な原因は、米国への移住であ
るとのことだvii。マーシャルの国民は、米国と
の自由連合盟約（Compact of Free Association）
により、ビザなしで米国に入国し、生活を営み、
就労・就学する権利を有しているviii。他の大洋

vii　笹川平和財団（2021）「マーシャル諸島国勢調査、国外移
　 住者が急増」を参照　 https://www.spf.org/pacific-islands/
　  breaking_news/20211126-1.html
viii　U.S. Department of the Interior, Freely Associated States
　 を参照　 https://www.doi.gov/ocl/freely-associated-states?utm_
　  ource=chatgpt.com

州諸国でも同様のことが起こっており、多くの
国民がより良い環境を求めて移住しているので
ある。

一見、首都マジュロ環礁の人口は2010年と
変わらない印象を受けたが、「これはマジュロ
から米国に移住した人口を、離島からマジュロ
への移住者人口が穴埋めしているためではない
か」と、20年に渡ってマーシャルに暮らす日本
人が語っていた。つまり、マジュロにいた比較
的就学機会に恵まれ英語が話せる人材が米国に
移住し、離島で英語を話さなかったマーシャル
人がマジュロで増えている、ということなのだ
ろう。離島の人口は激減しているという。筆者
が感じた違和感の正体は、これだった。

2010年当時、離島で実践されていた伝統的
で持続的な漁業は、現在どうなっているのだろ
う。今後、MIMRAでの業務を通じて明らかに
してみたいと思う。

４．財団の仕事
2010年当時、自分が財団に加わることは全く

予想していなかった。ましてや、お世話になっ
た専門家の方々と、一緒にフィールドで仕事を

図　マーシャルの人口推移　（近年、人口が急激に減少している。）
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するとは夢にも
思わなかった。

財 団 の マ ー
シャルへの協力
は1981年に開始
され、継続して
両国の良好な関
係を保つのに役
立っている。40年
以上にわたり「変
わらずに事業を
継続している」と
いうことは、驚く
べきことである。
こうした長年にわたる関係者の尽力のお陰で、
現在自分がMIMRAをはじめマーシャルの方々
と充実して業務にあたれているのだと実感して
いる。
「変わらずに事業を継続している」と書いた

が、マーシャルでは今年度から新しく「ブルー
カーボンixプロジェクト」を立ち上げた。キリ
バス共和国の大橋アドバイザー、財団本部の杉
山主任を中心として、MIMRAと共に持続的な
海洋環境を残すために尽力していきたいと思う。

ix　ブルーカーボンについては、例えば、国立研究開発法人
   水産研究・教育機構（FRANEWS 2025. 3 ）「特集 ブルー
   カーボン～海洋環境が拓く持続可能な社会～」を参照 
   https://www.fra.go.jp/home/kenkyushokai/book/franews/
   files/fnews82.pdf

5．今後の活動について
持続的海洋水産資源利用アドバイザーを名

乗るならば、持続的な漁業を目指さなくてはな
るまい。先にも述べたが、私は15年前に様々な
伝統漁法を目撃し、体験もしてきた。ヤシの葉
から作られる漁具に加え、漁業者の間で密かに
守られてきた、私が未だ理解しきれていない

「持続性を担保するための暗黙のルール」xも存
在する。マーシャルの漁業者と共に活動する中
で、マーシャル人の核にあるこうした経験知の
収集に努め、それらを活用し、マーシャル水産
業の持続的発展に貢献したい。

x　マーシャルの伝統漁法については、別の機会に紹介する。

長年にわたりMIMRAを支援する
坂本専門家（写真提供、平塚専門家）

ヤシの葉だけで出来た漁具Abebu

Abebuでミズン（ニシン科の魚）を漁獲する様子

ブルーカーボンPJを実施中の大橋アドバイザー（右端）
（MIMRAスタッフと共に）

専門家着任報告
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１．はじめに
かつお・まぐろ類の資源は 5 つの地域漁業

管理機関により管理されており、具体的な資源
管理措置として、国別漁獲量の設定、科学オブ
ザーバーの漁船への配乗、海鳥の混獲を削減す
る混獲回避措置の実施等が定められている。我
が国は 5 つの地域漁業管理機関全ての加盟国で
あることに加え、かつお・まぐろ類の主要な漁
業国・市場国として、これらの機関で決定され
た資源管理措置を速やかに、かつ適切に実施す
る必要がある。

科学オブザーバーが取得したデータは水産
庁から各まぐろ地域漁業管理機関（tRFMO）
に提出される。取得したデータは様々な分析に
使用されることから、データが各tRFMOの基
準に従って収集されているか、矛盾点がないか
事前にチェックしている。そのチェックは、日
本オブザーバー計画（オブザーバーの育成・人
材確保、乗船配置、情報収集・分析及び実施計
画策定機関）で認定されたデブリーファーが実
施している。

筆者は、2019年より水産専門家として、財団で

科学オブザーバー事業に携わっており、近海まぐ
ろはえ縄船や大中型まき網船のデブリーファー
として、日本人及びインドネシア人オブザーバー
のデータのチェックを行ってきた。今回、遠洋は
え縄漁船のデブリーファーの認定条件の一つで
ある遠洋はえ縄漁船への乗船経験を得るために、
オブザーバーとして乗船し調査を実施した。

２．乗船期間と船の概要
遠洋はえ縄が操業する海域はいくつかある

が、今回、筆者は南アフリカ共和国のケープタウ
ン沖漁場で遠洋はえ縄船（全長61.78m、499 GRT）
に乗船した。

事前の打ち合わせでは、ミナミマグロを対
象とした航海に90日から120日間乗船する予定
であったが、実際には、2025年 3 月初旬にケー
プタウン港から出港し、ケープタウン沖漁場で
のミナミマグロ操業に加え、ナミビア共和国の
ウォルビスベイ沖漁場のメバチ・キハダ操業を
行い、最終的に 8 月初旬に入港するという約
150日間の航海になった。今回乗船した期間
での操業回数は、ケープタウン沖漁場で41回

オブザーバー乗船記
専 門 家   　勝 又  信 博　　 

かつお・まぐろ類を管理する地域漁業管理機関と対象水域
（令和６年度 水産白書より） https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r06_h/trend/1/t1_4_5.html

注：（　）は条約発効年
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（ 3 月：11回、4月以降：30回）、ウォルビスベイ
沖漁場で56回であった。

船室は 1 人部屋から 4 人部屋まであり、筆
者は、 2 畳より少し広いくらいの 1 人部屋を利
用させてもらった。ベッドは天候が荒れても人
が落とされないよう枠付きの幅 1 ｍ程度で設計
されている。備え付けの引き出しなども、軽く
持ち上げつつ引き出す仕様になっており、観音
開きのキャビネットには留め具が設置されてい
るなど、揺れに対する設計が至る所に施されて
おり、船室につながる通路も、転倒を避けるた
め人ひとりが通れる程度の狭さになっていた。
なお、風呂や洗濯には海水を利用する生活で
あった。このような空間の中、漁労長、船長を
含む船員25名と生活を共にした。

ここ数年で遠洋はえ縄船でもインターネッ
ト通信環境が整備されつつあり、通信速度や容
量は制限されているもののWi-Fiの利用が可能
となっている。今回乗船したはえ縄船にも
Wi-Fiは設置されていたが、接続が不安定で
あったため、外部との連絡は船の代表メールで
行った。

３．操業形態
ケープタウン沖漁場は、おおよそ西経10～

20度から東経40～50度と東西に極めて広い範囲
に及んでいる。自身が乗船した船は出港地の
ケープタウンから目標とする漁場まで 5 昼夜の
航行を要した。その間、船員は枝縄（仕掛け）
の作成や、操業で使用する機器類の稼働チェッ
クなどの準備を行う。また、操業中に損傷した
り切断される枝縄に備え、大量の交換用部品を
作成しストックしていた。

漁場に到着すると、投縄は午前 4 時頃から
開始し、3,300本の枝縄を約 5 時間半かけて海
に投げ込んだ。作業は 6 名で行っており、餌を
付ける、幹縄に枝縄を付ける、釣鈎

カギ

を投げる、
枝縄をまとめているかご、浮子、ラジオブイ等
を運ぶなどの仕事を何度も入れ替わりながら進
めた。日によって食いつきの良い餌が異なるた
め、餌はイワシ、ムロアジ、イカなど数種類を

農林水産省 漁業種類イラスト集「はえ縄」を加工  https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/img/haenawa2.jpg

空路と航路
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使い分けていた。
全ての枝縄を投げ終わった後、約 3 時間の

浸漬時間を設け、揚縄に移行した。揚縄は、舵
持ち、機関士、司厨長を除く約20名のメンバー
全員で行う。投縄で仕掛けた枝縄は約100㎞に
達し、これらを約12時間かけて回収する。揚
縄では 1 名がラインホーラーiのハンドルを持
ち、6 ～ 7 人がブランリールiiで枝縄を回収する。
残りのメンバーは絡んだ枝縄を解く作業や、漁
獲物がかかった際に取り上げ、魚倉に入れるた
めにさい割（魚の加工処理）を行う。この作業
を 1 時間から 1 時間半でそれぞれの担当を交替
しながら行っていく。

漁獲物がかかると、数人が鈎の付いた長い

i　漁船で使われる動力付きの巻き上げ機（揚綱機）
ii　幹縄から外した枝縄を巻き上げるための機械（巻き上げ機）　

棒を持って舷門に立ち、それを引っ掛けて甲板
に揚げる。人の手で揚がらない大物がかかると、
滑車の付いたウインチを使い揚げていく。漁
獲物としてはミナミマグロ、シマガツオ類、
アカマンボウなどが掛かり、魚倉に取り込む
前にさい割を行う。さい割は魚種によって異
なり、マグロ類やカジキ類はエラと内臓の除
去、シマガツオ類などは他の魚種を傷つけな
いようにヒレのみを切断、また、大型のカジ
キ類はフィレーと呼ばれる三枚おろしにした
身のみを取り込んでいった。ミナミマグロや
メバチ、キハダなどが漁獲されると、 5 分か
ら10分程度、血抜きを行った後、船員が腹部
やエラ蓋に包丁を入れ、エラと内臓を取り除
き加工品にする。その一連の作業を機械のよ

揚縄作業（ミナミマグロ操業）投縄作業（餌付け、枝縄出し、枝縄投げ）

漁獲物を人の手で舷門から甲板に揚げる様子（左）とクレーンを使用して揚げる様子（右）
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うに正確に繰り返していた。立て続けにミナミ
マグロが漁獲された場合、甲板にずらっと並べ、
インドネシア船員が中腰でひたすらさばいてい
く姿には圧倒された。その一方で長時間作業
していく彼らの背中には疲労感が滲み出て哀
愁が漂っていた。揚縄が終了する 1 時間半前
くらいになると、翌日の投縄メンバーが早上が
りし仮眠をとる。早ければ、揚縄が終了してか
ら 1 時間程度で投縄が始まるためだ。このよう
なタイムスケジュールで、ほぼ毎日操業を行っ
ていく。

これらの作業は、波高が 3 ｍ以上、風速が
10ｍ以上の中で行われることが多く、常に波
飛沫を浴びながら行うため、非常に危険が伴
う。実際に乗船中にインドネシア船員 1 名が、
甲板上で波を受け転がり、腕を骨折するとい
う怪我をし、往復10日間かけて漁場とケープ
タウン港を行き来した。この件があってから、
調査中に怪我をしないよう、より一層、気を
引き締めて調査に臨んだのを覚えている。

４．オブザーバー業務とミナミマグロ操業
オブザーバーは、船内の機器類、漁具の仕

様、毎日の正午位置や海洋環境、操業位置、
使用した漁具数、餌などの情報収集を行う。
また、揚縄の80％以上を観察することが義務
付けられている。そのため、毎操業10時間か
ら11時間程度、甲板やブリッジにて、ラジオ

ブイ、釣鈎にかかった全ての漁獲物の種名、
生死、体長、体重、船上への取り込みの有無
及び形、並びに縄切れなどのイベントが発生
した時間について、記録を取っていく。 5 分
から10分に 1 本取り込む漁獲物であればさほ
ど混乱することもなく記録を獲っていけるが、
1 分から 2 分でサメ類などの取り込まない種
とマグロ類などの取り込む種が混じって次々
揚がってくると、取り込まないで放流される
前に魚種や生死を確認し、取り込んでいる種
の体長計測を素早く行う必要があり、甲板場
を右往左往することが多かった。乗船中に
1 度だけ、 1 分から 2 分の間にミナミマグロ
が連続で漁獲され、これが延々と続き、揚縄
に21時間を要した操業があった。通常、揚げ
始めは浸漬時間が短いため、漁獲物が掛かっ
てくることが少ないが、この日は始めからミ
ナミマグロが掛かり続け、珍しいこともある
んですね、と甲板で漁労長と話していたのを
よく覚えている。話をしているうちに30分が過
ぎ、 1 時間が過ぎ、淡々と漁獲物の記録を取っ
ていても漁獲物が掛かり続け途切れる様子が
ない。 2 時間が過ぎ、 4 時間が過ぎてもずっ
と取り続けていた。いつもは揚げ終わってい
る時間になっても半分も揚がっておらず、最
終的には22時間の操業のうち19時間程度の記
録を取っていた。通常、 2 tから 3 tの漁獲があ
る中、この日だけで12tを漁獲し、30年近く船

さい割作業（メカジキの三枚おろし） 大漁の場合、中腰でのさい割作業が永遠に続く。
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に乗っている船員でも初めてという大漁を体
験した。前述したインドネシア船員の怪我に
より10日間操業できない期間があったが、こ
の操業で数回分の漁獲量を賄え、また、この
日以外にも 5 t以上漁獲された操業が数回あっ
たことで、割り当てられたミナミマグロの漁
獲枠を結果として例年より早く埋めることが
できた。

５．ミナミマグロ操業からメバチ・キハダ操業
ミナミマグロの漁獲枠を獲り切ると、本船

はメバチやキハダを漁獲するために、 5 日か
けてウォルビスベイ沖漁場に向け北上した。
この海域は、波高 3 ｍ以内で非常に落ち着い
ており、ミナミマグロ操業の時と比較し、同
じ海でも随分と表情が変わって見えた。ウォ
ルビスベイ沖漁場でも、オブザーバーとして
の仕事は変わらず、ひたすら記録を取って
いった。しかし、予定より長い乗船期間と大
量の漁獲物により、準備していた記録用紙が
足りなくなり、片面用だった記録用紙の両面
使用や、すでに書かれている記録用紙の裏面
への記録など、工夫する必要があった。イン
ドネシア船員からは、「もう記録紙がなくなっ
たか、線がないです、大変ですね」といった
声を掛けられ、談笑するきっかけの一つには
なったが、罫線のない状態での記録は大変で

あった。この海域で操業を数回行った後、漁
獲物を転載させるべく転載船との会合場所へ
移動した。

漁獲物の転載は、転載船が本船と横並びと
なり、転載船のクレーンで魚倉から吊り上げ
る方法で行われた。転載船にも転載船専任の
オブザーバーが乗船しており、転載する魚種
別に数量の確認を行っていた。そのため、魚
類ごとにまとめる必要があり、インドネシア
船員はマイナス60℃の魚倉の中、交替しなが
ら作業していた。また、転載船からは、本船
が注文した追加の日用品、食料品なども運び
こまれた。転載船は漁獲物を運搬するだけで
なく、生活必需品も供給しており遠洋はえ縄
漁船の長期航海を可能にしている。約 8 時間
かけて全ての作業を終えると、本船は、引き
続き漁場へ向かい、転載船は次に転載する予
定の漁船へ向かっていった。

６．航海の終了
全ての操業を終え、陸へ向かって行くと、

ようやく陸に上がれるという気持ちと、はた
して陸に戻ってデスクワークに適応できるの
かといった気持ち、まず、何を食べようか、
などいろいろな気持ちが入り乱れていたのを
覚えている。目視で陸が見えると、スマホで
陸からの電波を受信できる。そのため、イン

転載作業 転載船

 活動報告
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ドネシア船員の中には船尾や外に通じる通路
などで家族と連絡を取り合う者や数時間ゲー
ムをする者などがおり、どこの国でもやるこ
とは変わらないようだった。

入港後、船員もケープタウンから航空便で
戻る予定であったが、急遽、船にて日本へ向か
うこととなった。そのため、インドネシア船員
はバリ島、日本人船員は日本での下船となり、
筆者のみケープタウンにて下船し、帰国した。

なお、ケープタウンでの下船時には、同じ
海域で別の船に乗船していたオブザーバーも入
港しており、筆者を見つけて嬉しそうに迎えに
来てくれた。異国の地で旧知のオブザーバーに
再会したことは感慨深いものがあった。

７．おわりに
これまで、遠洋はえ縄漁船のオブザーバー

から操業中の様子やイレギュラーな対応を聞
いた際、筆者には想像できないことがあった
が、実際に乗船し経験することで操業時にど
んなことが起こりうるかと想像することがで
きるようになり、より調査内容の理解を深め
ることができた。特に、21時間にも及ぶ操業
や記録紙の裏側への記載など、イレギュラー

な出来事は体験しようとしても出来るもので
はなく、多くのことを学ぶ良い機会となった。
今後は今回の経験を活かし、オブザーバーへ
のフィードバックや情報共有などを積極的に
行い、自身の情報力を高めていきたい。

今回、長期乗船という機会に恵まれました
のは、オブザーバー乗船調査の趣旨にご理解た
だいた船主様、配乗や業務の調整などに関わっ
た日本かつお・まぐろ協同組合、そして水産庁
のみなさまのおかげです。

この場をお借りし、お礼申し上げます。

帰港時の一枚（ケープタウンにて）

約150日間の航海後、再会したオブザーバーと記念撮影 現在の筆者（注目すべきは髪型）
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主な動き 対象期間　2025年12月～2026年 3月

要人往来

左から、ビクトル大臣、太田専務理事、アデルバイ大使、花房技術顧問

　2025年12月19日 　夕食会　パラオ共和国

公使参事官 クリスティアン・エピソン・ニコレスク

　2026年 2 月16日 　財団表敬　パプアニューギニア独立国

左から、アクナイ職員、パナオ役員、アナス学長、コニー局長、白須理事長、イラキニ総裁、
首藤常務理事、ムカイシ課長、山田事業部長

農業漁業環境省： 大臣 スティーブン・ビクトル
駐日パラオ共和国大使館：  特命全権大使 ピーター・アデルバイ

水産公社（NFA）： 総裁 ジャスティン・イラキニ、援助協力調整・実行担当課長 シギ・ムカイシ、
総裁執行役員 ポール・パナオ

国立水産訓練校（NFC）： 学長 アイシ・アナス
国家計画モニタリング局： 局長 サミュエル・コニー、職員 ボビー・アクナイ

　 主な動き
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研修生受入

2026年 1 月 8 日　研修修了式

漁船員養成（乗船）コース　計 7名

役員表敬

パプアニューギニア独立国（PNG） 3 名、ミクロネシア連邦（FSM） 4 名

左から、太田専務理事、タトウ・セバスティン（PNG）、ワランボイエング・フィレモン（PNG）､
ヤロファイスグ・フランクリン（FSM）、ジョウ・ウィグナー（FSM）、首藤常務理事、山田事業部長

2025年12月11日 リバシィ・ゴドフレィ（PNG）

2026年 2 月 6 日 トレノア・マイルズ（FSM）

2025年12月19日
フィリップ・ルベアング（FSM）
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研修生受入

2026年 2 月20日　研修修了式

2026年 1 月13日　研修開始式

インド共和国（IND）、インドネシア共和国（IDN）、ナミビア共和国（NAM）、

左から、太田専務理事、プラティウィ・レスタリ（IDN）、デダ・アハメド・バブ（MRT）、
白須理事長、エミリア・ンダパンドゥラ・アンドレアス（NAM）､スーリャ・スマティ（IND）、
ファルク・フセイン・シャゴール（BGD）、首藤常務理事

バングラデシュ人民共和国（BGD）、モーリタニア・イスラム共和国（MRT）　各 1 名

水産指導者養成（資源管理）コース 資源管理グループ　計 5名

左から、山田事業部長、プラティウィ・レスタリ（IDN）、デダ・アハメド・バブ（MRT）、
首藤常務理事、エミリア・ンダパンドゥラ・アンドレアス（NAM）､スーリャ・スマティ（IND）、
ファルク・フセイン・シャゴール（BGD）
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国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

ミクロネシア 巡回指導
坂 本　慎 司
良 田　英 行

1 月10日～ 3 月 5 日
1 月10日～ 3 月 6 日

ヤップ、チューク、
コスラエ、ポンペイ

マーシャル 巡回指導

二 宮　正 順 1 月14日～ 2 月 6 日 マジュロ

坂 本　浩 司
平 塚　純 基

1 月14日～ 2 月13日
1 月21日～ 2 月13日

マジュロ、
クワジェリン

ナウル 巡回指導
平 塚　純 基
坂 本　浩 司

2 月14日～ 2 月28日
2 月14日～ 3 月 1 日

ヤレン

ソロモン 巡回指導 左近允 哲郎 2 月15日～ 2 月18日 ホニアラ

パプアニューギニア 巡回指導 左近允 哲郎 2 月19日～ 3 月14日
ポートモレスビー、
ウェワク、アロタウ、
ポポンデッタ

パラオ 巡回指導 坂 本　浩 司 2 月27日～ 3 月 8 日 コロール

（２）水産技術普及推進事業

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

パプアニューギニア 第 3 回事業実施
（沿岸漁業振興）

藤 井　資 己
森 光　律 夫

1 月17日～ 2 月27日
ポートモレスビー、
ラエ、ケビアン

門  井    淳 1 月17日～ 3 月 6 日

 （ １）水産関連施設機能回復推進事業
　　　ア．地域巡回・拠点機能回復等推進事業（太平洋地域）

　　ア．地域巡回・拠点機能回復等推進事業

専門家派遣（短期派遣・対象期間：2026年 1月～ 3月）

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

モザンビーク 事業実施
村 上　正 治
吉 岡　正 次

1 月23日～ 3 月 2 日 マプート

　　イ．地域巡回・拠点機能回復等推進事業（アフリカ地域）
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　　イ．水産物有効利用開発事業

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

パプアニューギニア 第 3 回事業実施、
合同委員会出席

新 井　孝 彦
二 宮　正 順

2 月18日～ 3 月 5 日 ポートモレスビー、
マヌス（ロレンガウ）

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

マーシャル 第 2 回事業実施 大 橋　智 志 1 月16日～ 1 月24日 マジュロ

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

セーシェル IOTC-OFCF Japan
プロジェクトに関する協議 藤 野　忠 敬 2 月18日～ 2 月22日 マヘ

スリランカ 魚種判別写真ライブ
ラリーに関する協議 藤 野　忠 敬 2 月23日～ 2 月27日 コロンボ

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

キリバス カーボンニュートラル
にかかる情報収集 高 山　琢 馬 1 月 3 日～ 1 月 9 日 タラワ

カーボベルデ 持続的利用
にかかる助言 新 井　孝 彦 1 月20日～ 2 月13日 プライア、ミンデロ

ナウル 持続的利用
にかかる助言 田 澤　大 樹 2 月 5 日～ 2 月20日 ヤレン

ツバル 持続的利用
にかかる助言 田 澤　大 樹 2 月24日～ 3 月10日 フナフチ

（５） 持続的海洋水産資源利用体制確立事業

（４） 国際資源管理対策推進事業

（３） カーボンニュートラル技術等支援事業

国　　名 目　　的 氏　　名 期　　間 主な派遣先

モーリタニア 内水面漁業講習会実施 松  本    仁 3 月 2 日～ 3 月17日 ヌアクショット、カエディ、
マガマ、ウンブツ

（６） 海外水産開発研究協力調査事業
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 専門家派遣（長期派遣・2026年 3月31日現在）

地　　域 国　名  （ 機　関 ） 担　当　業　務 氏　　名

太　平　洋

キリバス 持続的利用にかかる助言 大 橋　智 志

ソロモン 持続的利用にかかる助言 小  松　 徹

ソロモン（FFA） まぐろ産業振興にかかる助言 二 階　尚 基

ツバル 持続的利用にかかる助言 田 澤　大 樹
（フィジー駐在）

ナウル 持続的利用にかかる助言 田 澤　大 樹
（フィジー駐在）

パプアニューギニア 持続的利用にかかる助言 五十嵐　誠

パラオ 持続的利用にかかる助言 與世田 兼三

フィジー 巡回普及指導
久 慈　広 信
畑  野 　実

マーシャル 持続的利用にかかる助言 高 山　琢 馬

ミクロネシア

出張所所長・巡回普及指導 内 田　和 久

巡回普及指導 上 杉　悟 郎

アフリカ

モザンビーク  持続的利用にかかる助言 鷹 尾　保 馬

モロッコ（ATLAFCO）  持続的利用にかかる助言 石 川　淳 司

モーリタニア 持続的利用にかかる助言 古井丸 拓也
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詳細は外務省のホームページ「国別約束情報」をご参照ください。
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/zyoukyou.html 

対象期間　2025年12月～2026年 2月

無償資金協力

プレスリリース（漁業交渉・国際会議）

発表日 タ イ ト ル 期　間

12月5日 中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）第22回年次会合 12月 1 日～
12月 5 日

調査団の派遣

国　　名 案　件　名 交換公文締結日

モロッコ スイラケディマ新世代漁港整備計画 12月23日

国　　名 事　業　名 所　　属 氏　名 期　間

ラ オ ス 水産物持続的利用
推進支援事業 株式会社国際水産技術開発

佐 野  幸 輔
水 野  翔 太
加 藤  勇 太

1 月13日～ 
1 月20日

ケ ニ ア 水産開発調査事業 一般社団法人マリノフォーラム21 本  間　  謙
河井 翔一朗

1 月27日～ 
2 月 7 日

グレナダ
トリニダード・トバゴ
ドミニカ共和国

水産物持続的利用
推進支援事業

一般社団法人マリノフォーラム21

大日本土木株式会社

水産エンジニアリング株式会社

嵯 峨  篤 司

宮 口  龍 二

内 田    昭
小 川    雅

2 月22日～ 
3 月 7 日

詳細は農林水産省のホームページ 「会議等の開催情報」をご参照ください。
https://www.maff.go.jp/j/pr/event/kaigi.release.html 

政府ベースの漁業協力等

 政府ベースの漁業協力等
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海外派遣専門家を募集しています

これまでに培った技術を駆使して途上国の漁業振興に貢献しませんか。一緒に働く専門家を募集しています。

分  野 ①製氷・冷蔵・冷凍　②船舶機関　③漁労　④水産加工
対象国／勤務地 国内：東京都港区（応相談）   海外：主に大洋州・アフリカ地域
就業時間  9：00 ～17：00（休憩時間 12：00 ～13：00）

休  日
完全週休 2日制（土日祝）・年末年始休暇・有給休暇（契約期間 6ヶ月以上）
※海外長期派遣時は長期休暇制度がございます。

業務内容 各分野の詳細な業務内容については、当財団HPをご覧ください。
勤務形態 有期役務契約

語学力
英語（フランス語ができればなお良い。）
 専門分野に係る技術を相手国カウンターパート等に実務指導をするので、必要最低限の
 コミュニケーションが取れるのであれば問題ありません。

学  歴 不問

技術資格
専門分野での実務経験 5 年以上であることが望ましい。
各分野に求める資格・経験については、当財団HPをご覧ください。

給  与

最低 26 万円～　※これまでの経験を踏まえて規程に基づき決定します。
なお、海外派遣時には派遣手当を別途支給いたします。
モデル給与（国内給与）： 30 歳  月約 32 万円（大卒・実務経験約 6 年）

 50 歳  月約 54 万円（院了・実務経験約 20 年）

福利厚生
交通費支給・各種社会保険・労働保険完備、完全週休二日制、住宅手当等
出張時には旅行傷害保険の付保あり。

必要書類
履歴書（和文 /写真添付/詳細な職務経 /技術資格等を明記すること）
推奨書類 :英語など語学能力試験等のスコア（英検・TOEIC 等の公的試験の証明書）

提出方法

上記書類をご準備のうえ、件名に「専門家の応募（氏名）」を記入いただき、
headoffice@ofcf.or.jpまでメールにてご送付ください。
提出後、10 営業日以内に当財団より連絡がなければ、お手数ですが<お問い合わせ先>
までお電話ください。

１．職務内容

３．給与待遇

２．応募条件

４．応募方法

＜お問い合わせ先＞
詳細な募集要項は当財団HP「専門家採用 募集要項」をご覧ください。
公益財団法人海外漁業協力財団 融資部 業務支援課　担当： 有里（ありさと）
Tel： 03-6895-5382　Fax： 03- 6895-5388　E-mail： headoffice@ofcf.or.jp

ご案内
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海外漁業協力事業のための賛助会員及び寄附のお願い

　海外漁業協力財団は、我が国漁船の海外漁場を確保し、我が国への水産物の安定供給に寄与するため、こ
れまで海外の142の国・地域・国際機関において様々な技術協力及び経済協力事業を行い、多くの沿岸国と強
い信頼関係を築くとともに、我が国の漁業者や企業が海外で操業や事業を継続することに貢献してきました。
　我が国の食用魚介類自給率は50％近くまで低下していますが、私たちの健康で豊かな食生活を維持するた
めには、良質なたんぱく源である水産物の自給率の維持・向上が不可欠です。

　財団は、我が国への水産物の安定供給に貢献していくため各種事業の更なる充実を図っていきます。この
ためには、財政基盤の整備とともに財団の諸活動に対する国民の皆様からのご理解とご支持・ご協力が重要
です。財団では賛助会員・寄附制度を設けておりますので、皆様のご支援・ご協力を賜りますよう、お願い
申し上げます。

太平洋島嶼国での技術指導（パラオ共和国） アフリカでの技術指導（モザンビーク共和国）

１．賛助会員
　　財団の事業目的に賛同していただける方には、会費納入によって事業活動をご支援いただくことができ
　ます。なお、会員の期間は４月１日から翌年３月末までの１年間とします。
　
　　　年会費（個人）         　１口　 5,000円（何口でも結構です。）
　　　年会費（法人・団体）　１口　 50,000円（何口でも結構です。）
　
２．寄附金
　　随時申し受けております。

３．賛助会費及び寄附金の使途
　　皆様から寄せられた賛助会費及び寄附金は、法令並びに定款の定めに基づき、財団が実施する海外漁業
　協力事業に使用します。

４．お問合せ先
　　賛助会員及び寄附についての詳細は、当財団ホームページ（https://www.ofcf.or.jp/pages/45/）をご覧
　いただくか、下記にお問合せください。
　　　　公益財団法人海外漁業協力財団　総務部 総務課
　　　　Tel：03-6895-5381 　Fax：03-6895-5388　　　

 ご案内
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競争参加者の資格申請に関する公示

　2025、2026及び2027年度において公益財団法人海外漁業協力財団の競争参加者資格を得ようとする方の
申請方法について、次のとおり公示いたします。

公益財団法人海外漁業協力財団
融 資 部 長 　 市  野　孝  典

１．申請者の業種区分
業　種　名 営　業　品　目　名

（ 1） 製 造 販 売 1）事務用機器 2 ）家具 3 ）光学機器 4 ）電子·電気·通信機器
5）計 測 機 器  6 ）厨房 7 ）医薬品 8 ）医理化学機器 9 ）輸送用機器
10）水産·漁業用機械（漁具を含む） 11）船舶·船舶搭載機器 12）その他

（ 2） 販 売 1）事務用機器·文房具及び家具 2 ）光 学 機 器  3 ）電子·電気·通信機器 4 ）厨房
5）医薬品　 6）医理化学機器 7 ）輸送用機器 8 ）百貨店 9 ）総合商社
10）水産・漁業用機械（漁具を含む）　11）船舶・船舶搭載機器 12）そ の 他

（ 3） 印刷・出版
（ 4） 翻 訳
（ 5） 映画・広告 1）映画·ビデオ·スライド製作 2 ）広 告  3 ）写真撮影 4 ）その他
（ 6） サ ー ビ ス 1）旅 行 業  2 ）運送業（梱包·発送等含む） 3 ）ビル管理·清掃等各種保守管理

4）リース業 5 ）コンピューターサービス 6 ）その他
（ 7） 保 険
（ 8） 建 設 工 事
（ 9） 設 備 工 事 1）電気関係設備工事 2 ）暖冷房給水排水衛生設備工事 3 ）冷凍·冷蔵等設備工事

4）船舶設備工事 5 ）その他
（10） 一般ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 1 ）委託調査 2 ）建設設計　　 3 ）測量 　　　　 4）その他
（11） そ  の  他

２．申請受付と資格付与の時期
随時申請を受け付けております。

３．申請書及び必要書類
（ 1 ） 申請者は、当財団ホームページ（https://www.ofcf.or.jp/pages/108/）内の「申請書作成要領」に

基づき「競争参加資格審査申請書」（様式第 1 号）を作成し、次の書類を添付のうえ、郵送もしく
は持参してください。なお、提出いただいた申請書類は返却いたしませんのでご承知おき願い
ます。

1 ）経歴書（営業の沿革、営業所、海外支店等一覧、業務組織、役員及び資本等）
2 ）定款またはこれにかわるべきもの
3 ）直近 2 年分の財務諸表
4 ）登記簿謄本又は戸籍謄本
5 ）納税証明書
6 ）委任状（支店·代理店が申請する場合に提出）
7 ）その他

ご案内
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なお、官公庁の「競争参加者資格審査結果通知書」（写）を添付する場合は、前頁 4 ）及
び 5 ）の添付を省略することができます。

8 ）「等級決定通知書」の返信用として、封筒（長形 3 号）に必要な切手を貼付し、あて先（郵
　　便番号、住所、部署名、担当者名）を明記のうえ、申請書に添えて提出してください。

（ 2 ）申請用紙及び作成要領の入手と提出先
1 ）入手方法：申請書作成要領及び申請用紙は、財団ホームページの「お知らせ」内より
　　ダウンロードできます。
2 ）提 出 先 ：公益財団法人海外漁業協力財団 融資部 業務支援課

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3 － 2 － 2   虎ノ門30森ビル 5 階
　　　　　　　  　　Tel : 03 -6895 -5382   Fax : 03 -6895 -5388

４．申請及び競争に参加できない方
（ 1 ）契約締結能力を有しない方または破産者で復権を得ない方
（ 2 ）競争参加資格審査申請書（添付書類を含む）に虚偽の記載をした方
（ 3 ） 次の１）から５）の一に該当する方（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する 

方を含む）でその事実があった後 2 年を経過しない方
1 ） 契約の履行にあたり、故意に工事もしくは製造を粗雑にし、または物件の品質もしくは 

数量に関して不正の行為をした方
2 ） 公正な競争の執行を妨げた方または公正な価格を害し、もしくは不正な利益を得るため 

に連合した方
3 ）落札者が契約を結ぶことまたは契約者が契約を履行することを妨げた方
4 ）監督または検査の実施にあたり、職員の職務の執行を妨げた方
5 ）正当な理由がなく契約を履行しなかった方

５．競争参加資格審査
財団の規定に従い、競争参加資格審査申請書及び添付資料の審査を行います。

６．審査結果の通知
審査後「等級決定通知書」により、結果を通知します。
なお、「随意契約」のみの登録申請の方は受付審査をもって登録者とし、通知はいたしませんので 
ご承知おき願います。

７．資格の有効期間
資格を付与された日から2028年 3 月31日までです。

８．入札の公示
一般競争入札案件については、財団ホームページ及び掲示板に公示します。

 ご案内

 海外漁業協力　第114号　2026. 03 39



 

ワシントン条約（CITES）第20回締約国会議が終了した。本稿で紹介されているように、ウナギ
類及びクリイロナマコ類の附属書Ⅱ掲載提案については否決されたが、その他の水棲種に関する提案
については可決された。筆者は本誌112号の編集後記で、近年のワシントン条約締約国会議では附属
書Ⅱについてはとりあえず掲載しようという傾向があるが、今回のウナギ類提案を否決してこの傾向
に何とか歯止めをかけてもらいたいと書いた。結果はそのとおりとなったわけだが、否決できた理由
は、関係者が一丸となって加盟国の説得に努めたということに尽きると思う。

今回のウナギと同じようなことが過去にもあった。2010年にドーハで開催されたCOP10における
EUによる大西洋クロマグロ附属書Ⅰ掲載提案である。マグロということでメディアが大々的に騒ぎ、
政治的関心も非常に高かった。筆者は当時水産庁で、この種を管理する大西洋まぐろ類保存国際委員
会（ICCAT）の担当であったため、様々な作業に忙殺されることとなった。CITESの附属書掲載基
準は、漁業が始まる前の処女資源量（初期資源量）に対する現在の資源量の割合及びそこに至った年
数に注目する。そこでICCATは科学委員会特別会合を開催して大西洋クロマグロの初期資源量を推
定することとなり、筆者はその会合に出席した。会議では、科学者がデータを分析して初期資源量を
推定したのだが、その結果がなんと100万tから1,200万tの間となった。100万tの場合は附属書Ⅰ掲載
基準に合致しないが、1,200万tの場合は合致するとなり、どちらが正しいのかと聞いても科学者は分
からないと言う。結局、資源評価に使うデータの質があまりにも悪いためこれ以上の結論は出ないと
いうことで会議は終了した。

科学的決定打がないので、代わりにEU提案の矛盾点を突くことにした。附属書Ⅰに掲載されれば
すべての貿易が禁止されるが、提案者のEU域内流通は貿易ではないので仮に附属書Ⅰに掲載されて
もEUは漁獲して域内で消費することは可能であった。他方、その他の大西洋クロマグロ漁業国、特
に地中海の主要漁業国は自国に市場がなく、漁獲したものを蓄養して輸出するのが殆どであったので、
貿易禁止は禁漁と同じであった。すなわちEUの提案はEU以外のクロマグロ漁業国に重大な悪影響を
及ぼすという点でアンフェアであった。この点を前面に出して、他国への働きかけを行った結果、多
くの国が賛同してくれるようになり、また、投票を秘密投票で行った結果、EU加盟国内部で造反が
出たようで、大差で否決することができた。

COP10の前は、大西洋クロマグロの資源状態が悪いにも拘わらず、総許容漁獲量（TAC）は科学
委員会の勧告水準より高く設定され、加えて違法漁獲が横行していたが、ICCATは附属書掲載提案
に懲りて態度を改め、TACを科学的勧告に合わせ、違法漁獲防止のために管理措置を大幅に強化した。

さて、話をウナギに戻そう。一番重要な点は、大西洋クロマグロのように、附属書掲載提案が今
後のウナギ資源の管理改善につながるかどうかである。これについては、ICCATという管理機関が
ある大西洋クロマグロと何もないウナギを単純に比較することはできないが、次のCOP21までに目
に見える進展がなければまた提案が出てくる可能性は高いであろう。関係国、特にウナギ資源の管理
に後ろ向きな国の改心を期待したい。

発  行  人編 集 後 記
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◎貸付制度について
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 裏表紙の写真：ウズベキスタンの人形（テミルヨル・デフコン・ボゾリ市場）

この味わい深い陶器人形は、ウズベキスタンでとても人気のある民芸品である。お土産の定番として親しまれており、 
その姿は伝統的な衣装を伝えるという役割も立派に果たしている。

　財団は、我が国漁業者等が海外の地域で、沿岸漁業等の
開発振興、国際的な資源管理の推進、現地合弁法人の設立
等の海外漁業協力事業を行う場合、これらの漁業者等に対
してその事業に必要な資金について融資を行っています。
貸付対象、資金の種類等は次のとおりです。

１．貸付対象となる事業
　実施する海外漁業協力事業が次に該当することが必要です。
　（1）我が国海外漁場の確保との関連において行われるも
　　　のであること
　（2）我が国への水産物の安定供給との関連において行わ

れるものであること
　（3）政府の支持のもとに行われるものであること
　（4）関係水産団体の支持態勢がととのっていること

２．貸付対象者
　本邦法人、本邦人、本邦法人等の出資に係る現地法人、国際機関

３．資金の種類等
　（1）低利融資Ⅰ類［ 利 率  年0.5％以内、償還期限 30年以
        内（うち据置期間５年以内）］

　　①　 海外の地域の沿岸漁業開発及び国際的な資源管理
の推進等に寄与するための協力事業で、

　　　（ｱ） 海外の地域の政府、現地法人等に施設等を譲渡
するために必要な資金

　　　（ｲ） 海外の地域で行う事業に必要な資金で、相手国
政府、現地法人等に貸付けるために必要な資金

　　　（ｳ） 海外の地域で行う開発可能性調査その他の技術
協力に必要な資金

　　　（ｴ）入漁との関連で相手国に支払う漁業協力金等

　　② 　現地法人の設立等海外投資により行う事業で、そ
の効果が主として周辺の住民生活向上に寄与すると
認められる事業に必要な資金等

　（2 ）低利融資Ⅱ類［利率は市場実勢に応じて、円貨の場
合は年0.6％以上、外貨（米ドル）の場合は 年1.0％以
上、償還期限20年以内（うち据置期間５年以内）］

　　 　海外の地域において現地法人等の設立等海外投資に
より行う協力事業で、

　　
① 　現地法人等に出資し、又はその株式を取得するた
めに必要な資金

　　② 　本邦法人等の出資に係る現地法人等に貸付けるた
めに必要な資金で、設備資金その他長期資金に充て
られるもの

　　③ 　本邦法人等の出資に係る現地法人等に出資しよう
とする海外の地域の政府、現地法人等に対して、こ
れに要する資金を貸付け又は施設等を譲渡するため
に必要な資金等

４．融資割合
　 原則として海外漁業協力事業の実施のために必要な資金
の70％以内を融資限度額とします。

５．担保・保証
　ご相談のうえ決定します。

　　　　公益財団法人海外漁業協力財団 融資部 融資課
　　  　　　　 電話：03-6895-5382　 Fax：03-6895-5388

本誌は、当財団にご支援・ご協力をいただいている皆様にお配りしております。
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